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日本の海洋政策
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2007年4月 海洋基本法成立
2007年7月 施行
2008年3月 海洋基本計画（第１期）の策定
2013年4月 海洋基本計画（第２期）の策定
2018年5月 海洋基本計画（第３期）の策定
2023年1月 政府において基本計画案を検討
2023年5月頃 海洋基本計画（第４期）の策定（想定）

第３期の重点６分野（２０２２年５月改訂）
1. 安全保障
2. 気候変動（カーボンニュートラルCN）：洋上風力、国際海運２０５０年CNなど
3. Marine Domain Awareness
4. エネルギー安全保障：主にメタンハイドレート
5. 人材育成：海洋（産業）人材育成、海洋科学への理解増進
6. 仙台防災枠組：環境・生態系の維持・回復や安心して活動できる海域の確保、漁業者等が行
う水産業・漁村の多面的機能の発揮

総合海洋政策本部
本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官、海洋政策担当大臣



次期海洋基本計画に対する提言等
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学界、政界、経済界、等が提言や意見を発表（発表者作成）

参与会
議・海
洋事務
局の機
能強化

経済安
全保障

安全保
障・海洋
秩序の維
持
（MDA
等）

海洋産業
の競争力
強化・脱
炭素

漁業協調等、
水産関係

世界への
貢献

沿岸域総
合管理、
海洋環境
保全

海洋空間
の総合的
管理
（MPA
等）

人材育成 その他
（防災減
災、新型
コロナ対
策等）

学会 〇 〇 〇（北極、
BBNJ）

〇 〇

海産研 〇 〇
（ROV）

〇 〇（ブルー
カーボン）

〇 〇

自民党（宇宙・
海洋開発特別委
員会）

〇 〇
（AUV）

〇 〇 〇（極域、
SDGs14）

経団連 〇 〇 〇 〇（海洋プ
ラスチッ
ク）

〇

海ロマン２１ 〇（深層水、
海洋温度差
発電）

公明党 〇（メタ
ンハイド

レート）

〇（ブルー
カーボン）

〇 〇（南海ト
ラフ）



次期海洋基本計画に対する提言等
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（参考）

（出典）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/dai19/shiryou1-1.pdf （発表者一部加筆）



次期海洋基本計画に対する提言等

5

持続可能な海洋（経済）の構築（ブルー・オーシャン）

ブルーカーボン 海ごみ
海洋保護区
（３０ｘ３０）海洋保護区

（出典）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/dai19/shiryou1-1.pdf （発表者一部加筆）



次期海洋基本計画に対する提言等
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海業

（出典）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/dai19/shiryou1-1.pdf （発表者一部加筆）



日本のブルーエコノミーの推進状況
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ブルーエコノミー（持続可能な海洋経済）

海洋および海洋資源の持続可能
な利用を社会経済発展と調和的
に推進する政策あるいはその
ツール（渡邉・小林、2019）

海洋経済

海洋産業

海洋、沿

岸資源(生

態系サー

ビス含む)

漁業 養殖 沿岸観光

海洋再エネ

海洋、沿岸資源
生態系サービス

（ブルーカーボン等）

社会

経済

環境

海運・造船 ブルーバイオエコノミー

海洋人材育成・
リーダー養成

地域ごとの自然、社会経済環境特性を生かした分野横断的事例、
コベネフィット創出事例の共有が重要

（写真）著者撮影。ブルーバイオエコノミーは出典以下。

https://www.eumofa.eu/documents/20178/84590/blue+bioeconomy.pdf/f5a87949-c541-416b-16e7-
521155cdff06?t=1608051570785「頁84よりFigure 3.1: Large-scale plant cell cultureを抜粋」

https://www.eumofa.eu/documents/20178/84590/blue+bioeconomy.pdf/f5a87949-c541-416b-16e7-521155cdff06?t=1608051570785
https://www.eumofa.eu/documents/20178/84590/blue+bioeconomy.pdf/f5a87949-c541-416b-16e7-521155cdff06?t=1608051570785


年間ブルーカーボンポテンシャル（国内）

①浅海生態系における年間二酸化炭素吸収量の全国推計、桑江ほか（2019）、18頁、図-2より抜粋（発
表者一部加工）

日本の2020年総排出量が104,400（万）トン。吸収源は4
－6％程度。

現在の日本のブルーカーボンとしての吸収量は海藻
藻場が最大で54％（推計に海藻養殖は含まれず）。

海藻養殖も含めれば、現在より数100万～1000万トン以上増やせる可能性がある
（≒クレジット）。

桑江ほか(2019)図3より抜粋、発表者一部加工

https://ieei.or.jp/2019/05/special201608027/


Jブルークレジット®認証実績
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①神戸空港

②下関

③榛南

④御前崎港
久々生

⑤阪南
⑧関空

⑥大分
名護屋

⑦広島
似島

⑨洋野町
（岩手）⑩島根

原発

⑪増毛

⑫兵庫
運河

⑬串浦
（佐賀）

⑭岩国

⑮熊野灘

⑯周南

⑰明石

⑱尾道
⑲五島

⑳若松
（北九州）

㉑葉山

https://www.sozai-library.com/sozai/2529より地図を抜粋、発表者が地名加筆

年度 サイト数
認証量

（トンCO2）

2020 1 22.8

2021 4 80.4

2022 21 3733.1

累積 22 3836.3

ジャパンブルーエコノミー技術研究組合ウェッブサイトのデータより発
表者作成

https://www.sozai-library.com/sozai/2529


各地で特色あるBCプロジェクトが推進
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地域の自然・社会経済環
境を視野に入れた、分野
横断的なプロジェクトが
数多く進められている。

気候変動対策及び地域
の課題解決に実効性を
持つよう、国内でのプ
ロジェクトを増やす。

一方で国際制度との整
合性を踏まえた制度発
展も進める。

（出典）https://www.blueeconomy.jp/files/jbc2022/shinsei/22/22-gaiyou.pdf



岡山県備前市のブルーエコノミー事例
BE case study from Bizen City, Okayama

（写真発表者撮影）
（地図、発表者作成）



岡山県備前市日生のアマモ場

出典：Yanagi (2017)

590 ha 82 ha 12 ha

2015年には250 haま
で回復

200 ha56 ha 80 ha 250 ha

１９５０年の590haが
１９８５年には12haま
で減少した。

（出典元）https://www.emecs.or.jp/wp-

content/uploads/2022/09/20221030-gist.pdf（発表者一部加工）



日生町での取り組み

③種子の選別(秋)

1. 花枝の採取(春)2. 種子の成熟(春-夏)
3. 種子の選択(夏)4. 種まき(秋)

• 漁業者による取り組み

• 県の水産試験場の協力

出典：日生町漁協より提供



カキ殻を活用した太く・長く・滑らかなゆっくりとした物質循環モデル

アマモとカキ養殖

• カキ殻が資源として海に還
ることで、生物生産性だけ
でなく底質環境も改善され
る。

• アマモ場が回復した2008
年以降は、カキの生産量も
安定している。

（出典元）日生における里海創世論アマモとカキの里海、26頁より抜粋



里海・里山ブランド推進協議
会

■社会実装
備前市役所
備前市議会
関連団体理事会

提言

要望

報告
要望

備前市里海・里山ブランド推進協議会with ICM

■特別WG
WG: 里海部会

■専門委員会
商工会議所、観光協会、陶芸家協会、漁業組合、森林組合、大学、教育関係者、
（アドバイザー）OPRI

WG: 里山部会 WG: ブランド商品部会

＊ICM：沿岸域総合管理

アマモ石鹸

（写真出典）
https://www.satoumi-
satoyama.jp/00brand/bran
d.html

発表者作成



590 ha 82 ha 12 ha

アマモ場が回復

200 ha

38 ha

56 ha 80 ha 250 ha

岡山県備前市日生のアマモ場

（出典元）https://www.emecs.or.jp/wp-content/uploads/2022/09/20221030-gist.pdf（発表者一部加工）



基盤

環境保全・再生

資源管理

インフラ整備
（港湾）

教育・調査・研究

海洋ガバナンスと
国際協力

対象産業

漁業・養殖

観光

海運・造船

鉱物資源開発

再生可能
エネルギー

海洋バイオテクノ
ロジー

サービス

加工

流通・販売

交通

レジャー

社会
システム

食の安全保障

循環型社会

安全・安心な社会

気候変化・変動の
緩和・適応

1.0

1.0

2.3 1.8

久米島におけるブルーエコノミーモデル（久米島モデル）

（写真）著者撮影
（発表者作成）



0

2

4

6

8

10

12

生
産
額
（
億
円
） 2009年度 2015年度

20.3億円

24.8億円
雇用140人

2009年度

2015年度

（出典）平成23年3月「久米島海洋深層水複合利用基本調査」報告書および
平成29年度「離島地域における海洋深層水を活用した地域活性化可能性調査」報告書内のデータを基に
作成

長期的な費用対便益は2.155と見積もられている

久米島モデルの経済波及効果

（発表者作成）（発表者作成）



海業（うみぎょう）

2022年9月28日開催の第192回海洋フォーラム

５年で５００件程度の海業取り組みを全国で展開する。
漁業者が漁港および周辺地域を利用して、観光業や藻場造
成による環境整備などに関わり、地域に新たな魅力を作る。

（出典）https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/gizyutu/attach/pdf/r040831-2.pdf
より図表一部抜粋

（出典）https://www.youtube.com/watch?v=jdqEFaDL6_U

https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyosei/assess/gizyutu/attach/pdf/r040831-2.pdf


（まとめ）ブルーエコノミー推進のポイント

①異業種間連携
②学際的アプローチ
③情報・コミュニケーション技術（ICT）を含む技術の活用
④GISや衛星データなどの利用
⑤海洋情報の融合
⑥海洋空間計画の立案・実施
⑦科学・研究
⑧革新的手法・イノベーション
⑨人材育成
➉社会協働
⑪気候変動対策・適応
⑫国際連携

など様々な課題にアプローチし、地域ごとの自然、社会経済環境特性にあう形の成功事例や順
応的管理事例を共有し、人材・リーダー育成を研究機関等が提供していくことが必要。


	スライド 1: ブルーエコノミーの国内動向
	スライド 2: 日本の海洋政策
	スライド 3: 次期海洋基本計画に対する提言等
	スライド 4: 次期海洋基本計画に対する提言等
	スライド 5: 次期海洋基本計画に対する提言等
	スライド 6: 次期海洋基本計画に対する提言等
	スライド 7
	スライド 8: ブルーエコノミー（持続可能な海洋経済）
	スライド 9
	スライド 10: Jブルークレジット®認証実績
	スライド 11: 各地で特色あるBCプロジェクトが推進
	スライド 12: 岡山県備前市のブルーエコノミー事例 BE case study from Bizen City, Okayama
	スライド 13: 岡山県備前市日生のアマモ場 
	スライド 14
	スライド 15: アマモとカキ養殖
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20: 海業（うみぎょう） 
	スライド 21

